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（1）開発事業のフローと評価
我が国が実施している経済協力には様々な形態が

あります。このうち、国際協力銀行（以下、「JBIC」）

は、海外経済協力業務において、開発途上国に対す

る有償資金協力（円借款の供与）を行ってきており、

これまでに開発途上国における経済・社会基盤の整

備を中心とした数多くの事業に対して、円借款供与

を通じた援助を実施してきました。

円借款の対象事業のフローは次の図に示す通りで

す。円借款の供与に際しては、開発途上国からの要
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1．事業評価の位置づけ

請に基づいて、事業の必要性、緊急性、実施・運営

体制等、多角的な観点から円借款に適した事業であ

るかどうかの審査・事前評価が実施されます。その

結果、円借款の供与が決定すると、政府間の交換公

文を踏まえ、JBICと途上国側が調印する借款契約

に沿い事業が実施されます。円借款事業においては、

詳細設計、国際競争入札・契約手続きに続いて建設

工事が行われますが、通常、数年間にわたる期間を

経て完成となります。事後評価は、完成した事業を

対象に実施しています。

［プロジェクト・サイクルと事後評価］ 

［JBICの業務］ ［プロジェクト･サイクル]
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（2）審査と事前評価
円借款業務においては、2001年度より、従来か

ら行ってきた事後評価に加えて「事前評価」も実施

することとし、事前から事後まで一貫した評価体系

の確立を図っています。事前評価は、事業の審査を

踏まえて実施し、「事業事前評価表」として借款契

約の締結後速やかに公表することとしています。

（http://www.jbic.go.jp/japanese/oec/before/index.php）

事業事前評価表は、JBICの審査の内容に、案件

採択後の評価体系の基礎となる成果の目標、過去の

類似案件からの教訓および今後の評価計画等を追加

したものです。

円借款の事後評価は、1991年にOECD開発援助委

員会（DAC）が援助国共通の評価基準として合意

した5項目に沿い実施しています。5項目の主な内

容は以下のとおりです。

（3）事後監理と事後評価
円借款の事後評価は、対象事業が完成した後、各

事業の審査から事業実施、運営維持管理の全過程を

レビューし、当初計画と比べてどうであったか、ま

た、効果やインパクトがどのように発揮されている

か、改善のための課題は何かといった点を検証する

ものです。評価結果については、JBIC職員、途上

国政府・実施機関等にフィードバックすることによ

り、JBICでの国別・セクター別の業務実施方針の

検討、審査、案件監理等の業務、また、途上国側の

開発計画の策定、個別案件の形成、事業実施・運営

等において、事後評価を通じて得られた教訓が有効

活用されるように努めています。また、事後評価は、

事前評価同様、その結果を公表することによって、

円借款業務の透明性・説明責任の向上に寄与するも

のとして位置づけています。

（http://www.jbic.go.jp/japanese/oec/post/index.php）

他方、円借款の対象事業は、効果・インパクトの

発現に長期間を要するものが多く、その状況を見極

め事業効果の持続性を確認するためには、事業の完

成後ある程度の期間、継続的にフォローして行くこ

とが必要です。そして、事業効果の維持と一層の促

進のため改善を要する点が確認された場合には、途
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上国側の自助努力を前提としつつも、JBICとして、

改善策や追加的な支援の可能性を検討することが必

要な場合もあります。このような完成後のフォロー

アップのための活動は、総称して｢事後監理｣と呼ば

れています。

JBICは、事後監理の一環として、完成案件につ

き定期的に現況を把握するための調査を実施してい

る他、援助効果促進調査（SAPS）により、事業完

成後の改善策の検討を支援しています。さらに、我

が国政府による「リハビリ無償」や国際協力事業団

（JICA）による技術協力との連携等も通じて事業効

果の維持･促進を図っています。

援助効果促進調査
(Special Assistance for Project
Sustainability : SAPS)
JBICは、円借款対象事業の案件形成を支援し、

案件実施中の問題点や完成後の運営・維持管理に
係る改善策の検討を支援するため、JBICの経費支
出による調査を実施しています。これらの調査は、
総称して有償資金協力促進調査（Sp e c i a l
Assistance Facility：SAF）と呼ばれ、案件形成促
進調査（SAPROF）、案件実施支援調査（SAPI）
および援助効果促進調査（SAPS）からなります。
このうち、SAPSは完成後の案件を対象とする

ものであり、事後評価等を踏まえ、効果の持続性
の観点から運営・維持管理等の問題が確認された
場合に、その緊急性等を勘案の上、詳細な現地調
査を行い、具体的な改善策を提案するものです。

リハビリ無償
リハビリ無償は、円借款により完成した案件に

ついて、その後の事情変更等によりリハビリ等の
追加的な手当ての必要性が生じた場合であって、
緊急性、収益性、規模等の観点から、円借款では
追加的支援が困難と判断される案件について、我
が国政府の無償資金協力による手当てを行うもの
です。1998年度から、円借款と無償資金協力の連
携として新たに導入されたスキームであり、外務
省及び国際協力事業団（JICA）とJBICの協調の
もとに実施されます。

2．事後評価の評価項目

JBICが支援する必要性・妥当性 
 

事業の目的等 
 

事業内容等 
（事業概要、スケジュール、環境及び社会面の配慮等） 

 
成果の目標  

（評価指標、内部収益率） 
 

外部要因リスク 
 

過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
 

今後の評価計画 

［事業事前評価表の項目］ 
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や農業分野の事業について、第三者

のNGOや研究者に委託した評価を

実施しました。今後、JBICの「海外

経済協力業務実施方針」における重

点7分野（①貧困削減への対応強化、

②経済成長に向けた基盤整備、③環

境改善・公害防止への支援、④地球

規模問題への対応、⑤人材育成への

支援、⑥開発途上国のIT化への支援、

⑦地方開発への支援）を念頭に、円

借款に関する一般の関心や、我が国

の関係機関、国際機関等における評

価の取組み等も踏まえ、より広い視

野からの教訓・提言や業務実施方針

への示唆が得られるようなテーマを

選定して実施する予定です。

（2）評価の実施体制
JBICの事後評価は、プロジェクト

開発部において評価を専担する開発

事業評価室が、対象案件ごとに現地

調査を行い、途上国政府及び実施機関の他、現地研

究機関等の情報収集を踏まえて評価を実施します。

この過程では、円借款の審査や中間監理を担当する

JBICの関係部や現地の駐在員事務所と連携し、ま

た、現地調査を含む情報収集については、コンサル

タント等、外部専門家への委託調査も活用していま

す。このように、JBIC自ら事後評価を行うことを

通じ、完成案件から得られる経験と教訓を審査や案

件監理等の業務に対して、直接的かつ効果的にフィー

ドバックするよう努めています。

一方、事後評価の客観性・中立性を確保するため、

事業ごとの評価については、途上国の大学・研究機

関等の有識者に JBICの評価結果の分析を依頼し、

そのコメントを「第三者意見」として JBICの評価

結果と合わせて公表することとしています。また、

より高い専門性が求められるテーマ別評価等につい

ては、外部の専門家・機関に委託する「第三者評価」

も積極的に実施しています。
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3．事後評価の種類と実施体制

［DAC評価5項目］ 

［事業目的の評価時点における妥当性］ 
事業の背景や前提条件の変化等を踏まえ、事業目的および事業
計画が現在も妥当であるか検討する。また、事業範囲に大きな変
更がある場合、当初目的から大幅な変更があるか検証する。 
 
［投入された資源が成果に結びつくまでの効率性］ 
事業範囲、工期、事業費等に関し、計画と実績の比較、問題点、
対策の妥当性、成果を導いた特筆すべき成功要因等の観点から、
事業実施の効率性を分析する。 
 
［事業の目標達成の程度］ 
運用・効果指標、内部収益率（IRR）1 等を用いて、計画と実績、
事業実施前と実施後をできるだけ定量的・客観的に比較すること
により、事業目的がどの程度達成されたか検証する。 
 
［マクロ経済面、社会・環境面等での直接・間接効果］ 
事業の上位目標として設定された効果が実現できたか検討する。
また、事業サイト周辺の住民に対する社会的なインパクト、自然環
境面に対する影響等について検証する。 
 
［中長期的な事業効果の維持・自立的発展の可能性］ 
維持管理の体制は十分かつ適切に行われているか分析する。事
業効果は中長期的に維持可能か、また、阻害要因がある場合、ど
のような対策が必要か検討する。 

①計画の 
　妥当性 

②実施の 
　効率性 

③効果 
（目標達成度） 

④インパクト 

⑤持続性・ 
　自立発展性 

（1）事後評価の種類
円借款の事後評価は、大別して「プロジェクト・

レベル評価」と「プログラム・レベル評価」からな

ります。前者は円借款対象の事業ごとにDAC評価

5項目に沿って実施する評価、後者は個別の事業を

越えて、複数の事業のインパクトを包括的に評価し

たり、テーマ別に実施する評価です。

プログラム・レベル評価については、円借款の重点

地域、分野等において、円借款が目標とする経済成長

や貧困削減にどのような貢献をしたかということにつ

いて、できるだけ客観的かつ定量的に分析する評価を

重視したいと考えています。2001年度においては、

国・セクター別分析の試みとして、主要4カ国・3セ

クターを対象として、JBICが過去に実施したプロジェ

クト評価結果を再整理し、教訓・提言事項をまとめた

「国別・セクター別概評」を作成しました。

また、従来から取り組んできた「テーマ別評価」

については、2001年度には、マイクロクレジット
第三者評価
JBICが選定した課題・テーマについて、その分

野に精通している我が国、借入国ないし第三国の
有識者、研究機関、NGO等により実施する評価。
評価の客観性・中立性の観点から、第三者による
評価結果はそのまま公表することを原則とし、仮
に、第三者の見解がJBICと異なる場合には、必要
に応じJBICの見解を併記することとしています。
この点は、個別の事業の評価報告書に係る「第三
者意見」も同様です。

1  ｢内部収益率｣(Internal Rate of Return :IRR)：事業の収益性を示す指標の一つ
で、事業の便益の現在価値が費用の現在価値と等しくなる割引率のこと。事
後評価の場合、事業実施に要した費用（実績）と、事業運営の全期間（プロ
ジェクト･ライフ）に得られる便益（運営開始後数年の実績を基にした予想）
をもって計算する。国民経済的見地から事業の社会的便益をベースに求めら
れる｢経済的内部収益率｣（EIRR）と、事業単独の便益、即ち事業実施機関に
とっての収益をベースに求められる｢財務的内部収益率｣（FIRR）とがある。
ただし、定量化できない定性的な効果が期待される事業、また、事業の性格
上、測定が困難な事業（例えば社会開発事業、保健医療事業、教育事業、環
境事業等）についてはIRRの計算は行われない場合がある。


